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数十年に一度の機会である施設の整備・更新の費用対効果を高めるため、必要に

応じて周辺の水道事業者等との広域連携を図りつつ、地域水道ビジョンをはじめと

した地域全体のマスタープランを策定して施設配置の最適化を図るとともに、施設

、 。の効率的な改築更新技術や 資機材等の長寿命化に係る技術の開発を強力に進める

また、災害対策や環境保全への取組は、料金の増収に直接結びつきにくいため、

厳しい財政状況下で取組が進捗していない事業も多いが、施設の老朽化は、災害や

事故等への脆弱性を高め、災害時の被害を極めて大きくする可能性があり、また、

環境保全対策の遅れは、施設の運転に係る経費の増大等をもたらすなど、長期でみ

た場合に結果として多大な支出を生じさせるものであることから、施設の更新期に

合わせて計画的に災害・事故対策や環境保全対策に係る施設整備を行うなど、総合

的な対策の効率的実施を促進する。

さらに、既存施設を最大限に活用し、維持管理を適切に行い、計画的な施設更新

を効果的に実施するため、技術者の育成、確保、継続的教育の実施を促進する。

なお、過疎地域等の施設整備の効率性が悪い地域については、適切な財政的支援

措置を確保しつつ、施設の効率的で適切な管理、更新等の技術的側面についての支

援等についても特段の配慮を行う。

また、現在の水道事業の認可制度においては、給水区域の拡張や給水人口・給水

量の増加等を変更認可の要件にして、認可手続きの都度、事業計画の妥当性を評価

することとなっているが、今後、機能向上やダウンサイジング時代への対応を目的

とした大規模な水道施設の再構築等を行う事業計画を立案する事業者が増加するこ

とも予測され、こうした現行の変更認可要件に合致しない大規模な事業計画の妥当

性を評価する仕組みの検討を行う。さらに、施設及び運営状態の診断・評価手法を

検討し、事後評価制度の導入を検討する。

エ．公平で適正な費用負担による給水の確保

多くの水道事業では累積欠損金を抱えており、また、規模の小さな水道事業者等

ほど営業収益に対する累積欠損金の割合が高くなる傾向にある。各水道事業では、

コスト縮減をより一層進めるとともに、受益者負担の原則に立ち、需要者の理解を

得て適正な料金水準となるよう努力する。

水道事業の多くが市町村単位の小さな規模で実施されてきた結果、地形的な要因

に加え、水道ごとの成り立ちや水源、需要構造等の違いを背景として、災害時の対

応や供給する水の水質等のサービス内容、料金などの面で格差が生じており、特に

水道料金制度については、近年の需要構造の変化への対応や事業の一層の効率化の

推進の観点から見直しの必要性が指摘されている。このため、将来の需要動向を踏

まえた現在の水道料金体系の再検討が課題となっており、サービスの対価としてみ

た場合の節水インセンティブの付与、負担の公平性、また、経営効率化等の視点か

ら、既存の基本水量制の在り方、逓増型料金体系等の見直し、さらに新たな価格決

定方式の導入についても幅広く検討していく。
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以上の課題に対応するため、以下の施策を推進する。

・新たな概念による広域化の推進及び集中と分散を最適に組み合わせた水供給シ

ステムの構築

・最適な運営形態の選択及び我が国の水道にふさわしい多様な連携の構築

・コスト縮減を行いつつ適切な費用負担による計画的な施設の整備・更新

図５－２ 水道の運営基盤の強化に係る施策課題及び主要施策

（２）安心・快適な給水の確保

、 、国民の安心が得られる安全性の確保 さらには地域差のある快適性の向上に向け

施策を展開する必要がある。

ア．未規制施設対策の推進及び給水安全度の向上

すべての国民が十分に水質管理がなされた水の供給を受けるようにすることが最

重要課題であり、国民の健康の保護の観点から、飲用井戸等の未規制施設の維持管

理の徹底は不可欠である。

これまで、水道整備による未普及地域の解消に施策の重点が置かれてきたが、山

間部を中心に経済効率性から配水管を布設することができない地域も存在してい

る。また、水道が普及している地域であっても、貯水槽水道及び給水管・給水用具

の維持管理の問題があることや、規模の小さい水道の水質管理が必ずしも十分でな

いことなどから、未だ水質面での不安が払拭できていない。

このような飲用井戸等や貯水槽水道の管理については、専門的知識や財政的基盤

を必ずしも有しない個々の設置者に管理の責任の多くを強いているのでは衛生確保

の向上にも限界があり、飲用井戸等の水質や貯水槽水道の管理状況についての検査

受検率も低い。飲用井戸等については施設数の実態把握も困難な状況である。
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このため、小規模な自家用水道施設や貯水槽水道の設置者には一定の管理責任を

、 、課すことに加え 地方公共団体や水道事業者等の関与をより一層強化するとともに

施設の設置者及び利用者との相互理解の推進、設置者が信頼して管理を委託するこ

、 。 、とのできる受け皿の育成 財政的な支援制度の構築等に向けた検討を行う さらに

全量を水道事業から受水する貯水槽水道や専用水道、個人住宅については、所有と

管理を分離してとらえ、地方公共団体、水道事業者、指定給水装置工事事業者、製

造メーカー等の管理に対する関与の在り方を検討することが必要であり、水道事業

者による管理のみの統合等の方策も視野に入れて検討を行う。一方、３階建て以上

の建築物に対して直結給水のできる水道施設の整備をすすめるとともに、体制の整

った地域においては、増圧ポンプ方式の活用も含め、直結給水の普及を推進する。

なお、水道の給水区域内であっても水道に接続しておらず、自家用水道の利用に

よって深刻な健康被害をもたらした事例がある。給水区域内であっても水道水を利

用していない住宅、施設等の水利用者の保護は、未規制の小規模施設という観点か

らの衛生確保方策の適用を検討するとともに、水道事業者の関与の在り方について

も検討を行う。

また、給水管・給水用具の管理は所有者に委ねられているが、その適切な維持管

理は、給水の安全度を確保する上で不可欠な要素であり、その徹底を図る。更新が

遅れている鉛製給水管の布設替えを促進するための仕組みについても検討を進め

る。

このような状況を整理し、すべての国民が十分に水質管理がなされた水の供給を

受けることができるよう、安全な水の供給体制等に関する計画の策定についても検

討を行う。

イ．水質管理の徹底、連携の強化及び情報公開の推進

有害化学物質や病原生物による水道水源の汚染や長期化する有機汚濁への対応

は、水道事業者等のみでは困難であるが、国民の飲料水の安全・安心を預かる水道

事業者等は、原水水質に対応した水源監視等、浄水施設の計画的な整備及び維持管

理、さらには送水や配水過程での適切な管理等により、水源に由来する水道水質の

悪化にも責任をもって対処する必要がある。このため、今後とも、有害化学物質や

病原生物による汚染などの水質対策に万全を期すとともに、ＷＨＯの提唱する水安

全計画の考え方を踏まえ、原水から給水までの各工程において汚染リスクに応じ適

正に管理を実施する計画を策定して、さらなる水質管理水準の向上を目指した統合

的な水質管理を推進していくための検討を行う。

一方で、飲料水の水源の水質が良好であることが何よりも増して重要であること

に鑑み、地域の事情が許す場合には、取水地点の再編、河川水から伏流水への転換

、 。等により 良好な水質が安定的に確保できる水源を求める努力を傾注すべきである

また、生活排水による河川の汚濁や化学物質による河川・地下水の汚染、湖沼の富

栄養化など、水道水源の水質状況は、全国的には必ずしも十分な改善がみられてい

ないことから、環境行政、河川行政、下水道行政、農林水産行政等との連携による

対策を一層強化する。
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また、水道原水についても水質管理技術に対応して要求される水質基準を設定す

ることで、流域関係者の連携を強化することについても検討を行う。

これらの施策を推進し、水道水に対する国民の安心を得るため、施設の設置者、

利用者等関係者との十分な対話が重要であり、水安全計画を利用する等、水質管理

に関する情報公開を推進する。

さらに、維持管理水準の向上や、災害、テロ等の非常時における緊急対応も含め

、 、た適切な維持管理 需要者への正確な情報の適時的確な提供等を実施するためには

専門知識を有する水道技術者の存在が不可欠であり、技術者の確保、育成を推進す

る。

ウ．効率的な技術の導入により、サービス水準の向上を実現

水道の水質管理に関する技術は、水道水の安全性・快適性を守る技術であること

から、その導入には慎重な検討が必要であるが、一方で、新しい技術によって、経

済効率性の向上、サービス水準の向上が期待される。

このため、水道分野で利用可能な他分野の技術の検討も行いつつ、技術の使用者

と開発者の相互の意見交換によって、現場のニーズに即した技術の開発・普及が行

える体制を整備する。

また、サービス水準の向上という観点からは、塩素消毒への過度の依存の是正、

水道工事や消火活動の際の管内堆積物による濁水も課題となっており、水道システ

ム全体を通じた対策を検討する。さらに、水道は生活に必要な水を供給するのみな

らず、同時に豊かで潤いのある暮らしを創造する施設であり、水の持つ位置エネル

ギーや熱エネルギーを活用して石油やガスエネルギーを代替する技術や、水を利用

した環境負荷低減技術などの新たな水利用について、水道事業者等から提案するこ

とも一案である。

以上の課題に対応するため、以下の施策を推進する

・原水から給水までの統合的アプローチによる水道水質管理水準の向上

・未規制施設等小規模な施設の水質管理対策の充実

・給水管・給水用具の信頼性の向上
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・より高度な水質管理技術の導入の促進

図５－３ 安心・快適な給水の確保に係る施策課題及び主要施策

（３）災害対策等の充実

ア．災害対策の充実と基幹施設を中心とした水道施設の耐震化の推進

地震対策については、阪神淡路大震災の経験を踏まえて平成8年に改訂された水

道の地震対策マニュアル等があるが、水道事業者等は防災行政担当部局等との連携

を強め、水質事故等の非常事態にも対応できるような対策を着実に実施することが

求められている。その際、事故への事後対応に追われるだけではなく、未然防止の

ための施策を関係者と連携して行うよう留意すべきである。基幹施設、基幹管路の

耐震化は数値として目に見える形では進んでおらず、水道事業者等の耐震化計画の

策定も十分に行われていない状況であることから、水道施設の災害対策、耐震化の

一層の促進を図る。特に、災害時の避難場所や医療施設等の重要施設への給水確保

のための方策を進めるほか、東海地震、東南海・南海地震等の大規模地震の発生に

より甚大な被害が想定される地域を重点として、地震対策を確実かつ迅速に進めて

いく。基幹水道施設についてはその地域で発生するものと想定される最大規模の強

さをもつ地震に対しても、施設の機能に重大な影響を及ぼさないような耐震性を備

えた施設整備を進める。これらの実施に際し、水道事業者等による取組を進めると

ともに水道利用者の理解の促進に努める。

イ．地域の特性を踏まえた渇水対策の推進

安定的な給水は、需要者が水道に求める最も基本的な要件の一つであり、必要な

供給能力が確保されていない地域や、近年の少雨傾向等によって既存の水資源開発

施設の能力が低下し、渇水が頻発している水系においては、水道事業者等による水

資源開発や渇水時用の予備水源確保の努力が求められる。その際、ダム等の建設が
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長期化し、新たな建設への理解が得られにくい状況に鑑み、積極的に既存施設の有

効利用を検討していく。

また、渇水に対する安全度の向上は需要者にとって望ましいものであるが、同時

にその費用は料金の形で転嫁されることになるため、財政計画について説明責任を

果たしつつ、安全度を確保していく。

ウ．相互連携、広域化による面的な安全性確保、投資の最適化に向けた関係機関と

の連携

水道システムは浄水場等の基幹施設を中心としたネットワーク構造であり、これ

らが都市の実情に併せて個々のシステムとして、あるいは複数のシステムが連担し

て成立している。災害等のリスクに対する水道システムの安全性を確保するために

は、リスク分散、重複投資の回避の観点から、相互連携や広域的な対策を行い面的

な安全性を確保することが、リスクマネジメント的にも経済的にも有効である。

このため、災害対策としては、単一施設ではなくシステム全体で安全性を確保す

る方向での施設整備計画の見直しや、隣接する水道事業者等あるいは一定の圏域内

における水道事業者等の相互連携、あるいは広域化、さらには地域住民との協力体

制の確立等により面的な安全性が確保できるよう、計画的に施策を推進する。その

際、地震発生時の避難箇所や病院等、特に重要な施設への給水ルートを確保するた

め、重点的な対策を講じる。

、 、面的な安全性の確保については 単に施設整備によるハード面の対応のみならず

災害が発生した後の影響期間の短縮等に資する応急給水、迅速な応急復旧等のソフ

ト面にも適用すべきである。すなわち、応急給水計画の策定、応急復旧体制の整備

についても、個々の水道事業者等で対応するもののほか、特に規模の小さい水道事

業者等ほど一般的には組織が脆弱であるため、近隣の事業間等による小規模事業へ

の支援がなされるよう体制の整備等を図っていく。

また、防災行政担当部局が行う災害時の飲料水確保に関する施策との総合的な施

策効果の発現、効率性向上に向け、地域住民との密接な連携と適切な役割分担の下

で、地域防災計画等における計画レベルでの調整、計画的な予算確保等を図ること

とする。

以上の課題に対応するため、以下の施策を推進する。

・地震対策の充実、確実な対応

・地域特性を踏まえた渇水対策の推進

・相互連携、広域化による面的な安全性の確保
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・災害発生時の事後対策の充実

図５－４ 災害対策等の充実に係る施策課題及び主要施策

（４）環境・エネルギー対策の強化

ア．資源消費の節約、廃棄物減量化等の環境負荷の低減、水の持つエネルギーの有

効利用等による環境保全への貢献

公益的サービスの提供者としての側面に加え、エネルギー消費産業としての側面

をも有し、温室効果ガス（二酸化炭素）を排出する水道事業には、環境保全に対す

る社会的責任を果たすことが求められている。特に、地球温暖化対策に関しては、

平成20年３月に 「京都議定書目標達成計画」の改定案が閣議決定される見込みで、

あり、水道事業においても省エネルギー・再生可能エネルギー対策の必要性が位置

付けられるなど、水道事業者等による主体的かつ積極的な貢献がこれまで以上に求

められている。

近年、省エネルギー対策や、再生可能エネルギーの利用促進に関する制度が整備

されつつあり、大規模の事業に加え、これらのエネルギー関係法制度の対象となら

ない中小の事業にあっても、資源消費や環境負荷の少ない環境効率性・経済効率性

のよい水道システムへの変革を行うことが求められている。施設整備に関しては、

効率性と環境・省エネ・地球温暖化・持続可能性といった視点で在り方を見直す必

要がある。

、 、 、さらに 従来の水道施設は 需要増に応じた必要水量の逐次確保を優先した結果

既存施設へのつぎはぎ的な追加によって構成されている施設が少なくなく、必ずし

も環境保全面からは最適な施設にはなっていない場合がある。今後は、施設更新等

に合わせ、エネルギー消費の少ない施設やシステムを整備していくとともに、水道

施設は水の有する位置エネルギー、熱エネルギー等を利用することができる施設で

もあることにも着目し、他の分野とも協調・調整を図りながら、社会システム全体

で環境負荷を低減する方策の検討も推進する。
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イ．水利用のシステムの水循環系の中での再構築

水道事業は、循環資源である水を利用する事業であり、水循環系が健全に機能し

ていることに依存して成立している。漏水防止等による有効率の向上は、水循環系

への負荷を低減するだけではなく、浄水・送配水段階の環境負荷削減効果もあるこ

とから、計画的な施設更新の機会を捉えた対策の実施等によりその推進を図る。ま

た、用途間転用は、大規模な施設の整備を必要とせず水需給ギャップを緩和するこ

とができることから、関係省庁間における必要な調整を行いつつ、地域の利水関係

者間の情報の共有化によって円滑に推進する。

また、河川の下流に存在する浄水場は、一般的に上流域における下水処理場等の

放流口の下流で取水せざるを得ない場合が多く、そのような浄水場では、安全性に

対する潜在的なリスクが存在し、浄水操作への障害、薬品コストの増大等のデメリ

ットが発生している。このような状況を回避するための措置として、上下水道の取

、 、 。 、排水系統の再編や 取水位置の上流への変更 伏流水の取水が有効である 加えて

上流取水の効果には、安全性の確保、浄水コストの削減の他に位置エネルギーを利

用することによる送配水に要するコストの削減も期待され、水道システムの環境負

荷の低減に資することから、このような取水・排水位置の適正化、上流取水による

水道システムの再構築について、河川の流域単位での関係者間の調整、検討を積極

的に進める。地盤沈下、塩水化等の地下水障害が発生する等地下水の保全が必要と

される地域において、地下水利用から表流水利用への転換を通じて地下水環境・地

盤環境の保全に資する。

以上の課題に対応するため、以下の施策を推進する。

・水道運営への経済性と環境保全の アプローチの導入Win-Win
・水利用を通じた環境保全への積極的な貢献

・健全な水循環系の構築に向けた連携強化・水道施設の再構築


